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中東情勢の影響を踏まえた県内中小企業者への対応について 

 

 

 日頃から本県の経済産業行政の推進に御協力を賜り、誠にありがとうござい

ます。 

 さて、昨今の中東情勢の影響を受ける県内中小企業者からの金融及び経営に

関する相談があった際には、下記の事項に御留意の上、適切な対応をお願いい

たします。 

記 

１ 県特別保証融資制度「経営安定化サポート資金」の活用が可能であること。 

  【参考（経営安定化サポート資金 経営安定枠）】 

    県内に事業所を有し、原則として１年以上同一事業を営んでいる中小

企業者で、次のいずれかに該当する中小企業者 

   ① 最近３か月間の売上高又は受注高若しくは経常利益（以下「売上高

等」という。）が、過去３か年のいずれかの年の同時期と比較して 

    １０％以上減少している方 

   ② 売掛債権回収の長期化や回収不能又はその他の事由により経営の

安定に支障が生じている方 

   ③ 原油価格の上昇又は物価高騰により事業活動に影響を受けており、

最近３か月間の売上高等が過去３か年のいずれかの年の同時期と比

較して５％以上減少している方 

   ④ 原油価格の上昇又は物価高騰により事業活動に影響を受けており、

最近１か月間の売上高等が過去３か年のいずれかの年の同時期と比

較して５％以上減少し、かつ、その後の２か月間を含む３か月間の売

上高等が過去３か年のいずれかの年の同時期と比較して５％以上減

少することが見込まれる方 

 

２ 国による特別相談窓口の設置や政府系金融機関のセーフティネット貸付

等の支援策が講じられていること。 
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